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１．当行の業績１．当行の業績
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１．当行の１．当行の業績業績

（単位：億円）

07 08

（実績） （実績） 増減

業務粗利益 2,241 2,245 ＋4

国内業務粗利益 2,189 2,203 ＋14

資金利益① 1,818 1,878 ＋60 A

役務取引等利益② 342 304 △ 38 B

特定取引利益 9 10 1

その他業務利益 18 10 △ 8

国際業務粗利益 52 42 △ 10

コアベース①＋② 2,161 2,182 ＋21

(1) 業務粗利益

08年度の業務粗利益は、前年度比＋4億円（＋0.1％）の2,245億円。

コアベース（国内資金利益＋国内役務取引等利益）では、前年度比＋21億円（＋0.9％）の2,182億円。

09年度の予想は2,120億円（前年度比△125億円、△5.5％）。

08年度の業務粗利益は、前年度比＋4億円（＋0.1％）の2,245億円。

コアベース（国内資金利益＋国内役務取引等利益）では、前年度比＋21億円（＋0.9％）の2,182億円。

09年度の予想は2,120億円（前年度比△125億円、△5.5％）。

前年同期との比較

「業務粗利益」のおもな増減要因
A 貸出ボリュームの増加による資金利益増加
B 投資信託の販売減少および私募債・シローン手数料

の減少
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１．当行の１．当行の業績業績

(2) 業務粗利益増減要因分析

貸出残高の増加により＋94億円増加した一方、2回の政策金利の引き下げにより貸出金利息が△31億円減少したことを主因に、
資金利益は、前年度比＋60億円増加。

マーケット環境の悪化による投信手数料の減少などを要因に、役務取引等利益は、前年度比△38億円減少。

09年度は金利低下の影響による資金利益の減少などにより、コアベースで08年度対比△112億円の2,070億円を見込む。

貸出残高の増加により＋94億円増加した一方、2回の政策金利の引き下げにより貸出金利息が△31億円減少したことを主因に、
資金利益は、前年度比＋60億円増加。

マーケット環境の悪化による投信手数料の減少などを要因に、役務取引等利益は、前年度比△38億円減少。

09年度は金利低下の影響による資金利益の減少などにより、コアベースで08年度対比△112億円の2,070億円を見込む。

2,182億円

2,161億円

△16億円
△22億円

+7億円

+94億円 △31億円

△8億円

△2億円

2,100

2,150

2,200

2,250

2,300

07 08

（億円） 国内業務粗利益（コアベース）の増減要因
(単体ﾍﾞー ｽ)

貸出要因

（残高）

預金要因

貸出要因

（利回り）

有価証券

要因

個人向け投資

型商品収益

その他

その他

資金利益
+60億円

役務取引等利益
△38億円
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１．当行の１．当行の業績業績

（単位：億円）

07 08

（実績） （実績） 増減

経　費 971 1,031 ＋60

人件費 361 389 ＋28 A

物件費 543 577 ＋34 B

税金 65 64 △ 1

OHR（％） 43.3 45.9 ＋2.6

(3) 経費・OHR

08年度の経費は、1,031億円（前年度比＋60億円、＋6.2％）。OHRは45.9％。

09年度の予想は、995億円（前年度比△36億円、△3.4％）。

金融経済環境の大きな変化に対応すべく、新規投資は必要不可欠な投資を厳選しコスト削減に取り組む。OHRは40％台半ばを
キープしていく。

08年度の経費は、1,031億円（前年度比＋60億円、＋6.2％）。OHRは45.9％。

09年度の予想は、995億円（前年度比△36億円、△3.4％）。

金融経済環境の大きな変化に対応すべく、新規投資は必要不可欠な投資を厳選しコスト削減に取り組む。OHRは40％台半ばを
キープしていく。

前年同期との比較

「経費」のおもな増減要因
A 人員増などによるもの
B 店舗関連の投資やＩＴ関連投資の増加などによるも

の
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（単位：億円）

07 08

（実績） （実績） 増減

1,270 1,213 △57

17.92% 17.76%△0.16%

1.14% 1.06%△0.08%

1,366 1,316 △50実質業務純益（連結）

実質業務純益（単体）

ROE（実質業務純益ベース）

ROA（実質業務純益ベース）

１．当行の１．当行の業績業績
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実質業務純益の推移

住宅ローン証券化益等

（予想）

「実質業務純益（単体）」の増減要因
業務粗利益：＋4億円
経費：△60億円

（注）ＲＯＥ ＝ 実質業務純益 ÷ 純資産（期初と期末の平均・新株予
約権を除く）

ＲＯＡ ＝ 実質業務純益 ÷ 総資産（除く支払承諾見返）平均残
高

(4) 実質業務純益

08年度の実質業務純益は、前年度比△57億円（△4.4％）の1,213億円。

09年度の予想は、前年度比△88億円（△7.2％）の1,125億円。

08年度の実質業務純益は、前年度比△57億円（△4.4％）の1,213億円。

09年度の予想は、前年度比△88億円（△7.2％）の1,125億円。

前年同期との比較
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（注１）カッコ内は連結ベースの計数
（注２）与信費用＝不良債権処理額＋一般貸倒引当金繰入額
（注３）与信費用比率（単体）＝与信費用÷貸出平残。
※連結はリース債権含めた貸出平残：（貸出金 (期初)＋同（期末））÷2。

(5) 不良債権の状況～与信費用

08年度の与信費用（単体ベース）は、07年度比＋691億円（＋383％）の871億円へ増加。そのうち、約70％が東京・県外の貸出先
によるもの。

与信費用比率については、建売・土地売買業（不動産）が08年上期、下期と２期連続で上昇を続けているのに対し、建設業は08年度
上期に上昇した後、下期に低下。その他の一般業種や個人貸出については小幅な上昇はあるものの低位にとどまる。

09年度の与信費用（単体ベース）は670億円の予想。

08年度の与信費用（単体ベース）は、07年度比＋691億円（＋383％）の871億円へ増加。そのうち、約70％が東京・県外の貸出先
によるもの。

与信費用比率については、建売・土地売買業（不動産）が08年上期、下期と２期連続で上昇を続けているのに対し、建設業は08年度
上期に上昇した後、下期に低下。その他の一般業種や個人貸出については小幅な上昇はあるものの低位にとどまる。

09年度の与信費用（単体ベース）は670億円の予想。

１．当行の１．当行の業績業績

（注１）与信費用比率は半期の与信費用を年換算（2倍）して算出
（注２）一般貸倒引当金は、貸出残高に応じて比例配分
（注３）個人ローンは、グループ保証会社の与信費用を含む
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１．当行の業績１．当行の業績

(5) 不良債権の状況～不動産業貸出の内訳

09年３月末の当行の貸出金は全体で9兆83億円あり、そのうち不動産業が1兆668億円（貸出金総額対比11.8％）を占める。

建売・土地売買業（不動産業）のうち「売上急増の大口先（注）」は1,732億円（貸出金総額対比1.9％）あり、この部分が与信費用増
加の主因となった。

09年３月末の当行の貸出金は全体で9兆83億円あり、そのうち不動産業が1兆668億円（貸出金総額対比11.8％）を占める。

建売・土地売買業（不動産業）のうち「売上急増の大口先（注）」は1,732億円（貸出金総額対比1.9％）あり、この部分が与信費用増
加の主因となった。

個人
39,500

運輸業
3,779

不動産業
10,668

卸売・小売業
7,375

製造業
10,216

その他
5,771

建設業
3,096

各種サービス
業9,675

当行全体の業種別貸出金

総額
90,083

(09年3月末、億円)

法人等向け貸出：50,583億円

貸出金総額対比

11.8％

貸出金総額対比

3.4％

建売・土地
売買業
3,916住宅供給

公社
2,085

不動産
賃貸・
管理業
3,852

売上急増の
大口先（注）

1,732

その他
815

うち不動産業の内訳

総額
10,668

(09年3月末、億円)

(注)建売・土地売買業のうち、直近5年で売上が1.5倍以上になった

　　　貸出金10億円以上の先

貸出金総額対比

1.9％
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(5) 不良債権の状況 ～倒産にかかわる「売上急増の大口先」等の影響度合

法人向け貸出合計は08年度末5兆583億円。

そのうち、「売上急増の大口先＜建売・土地売買業＞」は3.4％、建設業は6.1％と合計で10％弱にすぎない。

一方、法人の倒産原因による与信費用全体に占める割合は「売上急増の大口先＜建売・土地売買業＞」が48％、建設業は14％と
なり、合計で全体の60％以上を占める。

法人向け貸出合計は08年度末5兆583億円。

そのうち、「売上急増の大口先＜建売・土地売買業＞」は3.4％、建設業は6.1％と合計で10％弱にすぎない。

一方、法人の倒産原因による与信費用全体に占める割合は「売上急増の大口先＜建売・土地売買業＞」が48％、建設業は14％と
なり、合計で全体の60％以上を占める。

１．当行の１．当行の業績業績

②/① ③/① （②＋③）/①

貸出金 3.4% 6.1% 9.5%

倒産先への貸出金 55.5% 8.0% 63.5%

倒産先に係る与信コスト 47.8% 13.8% 61.6%
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倒産にかかわる「売上急増の大口先」等の影響度合（08年度）
(単体ﾍﾞｰｽ)

(件)

① 法人等向け（合計） ② 売上急増の大口先<建売・土地売買業>向け ③ 建設業向け

倒産先数(右軸）

（億円）

<100％>

<48％>

<14％>

（3.4％）

（6.1％）

（100％）
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(5) 不良債権の状況 ～「売上急増の大口先」向けの貸出状況

09年3月末：「売上急増の大口先（建売・土地売買業）」に対する貸出残高は正常先・要注意先合計で975億円となり、08年3月末
比51％と半減。1社当たりの貸出金額も減少。

正常先・要注意先の貸出金額の約70％は、資金繰り状況をはじめ実態把握が可能なメイン・準メイン先等が占めており、今後の与信
費用急増のリスクは限定的。

09年3月末：「売上急増の大口先（建売・土地売買業）」に対する貸出残高は正常先・要注意先合計で975億円となり、08年3月末
比51％と半減。1社当たりの貸出金額も減少。

正常先・要注意先の貸出金額の約70％は、資金繰り状況をはじめ実態把握が可能なメイン・準メイン先等が占めており、今後の与信
費用急増のリスクは限定的。

（注）売上急増先＝貸出残10億円以上・直近売上1.5倍以上（08年9月時点）

１．当行の業績１．当行の業績

（注1）格付けは09年4月30日現在のR&I社によるもの
（注2）その他先は当行メイン・準メイン先、格付けA-以上先を除く
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貸出ポートフォリオの変化を見ると、与信費用比率の低い個人向け貸出の構成比が増加。一方、法人主要業種である製造業、建設
業、卸売・小売業、不動産業の貸出構成比に大きな変化はない。

法人主要業種の各々の貸出額上位50社を見ると、4業種とも貸出額の約8割～9割は資金繰り状況をはじめ実態把握が可能なメイ
ン・準メイン先等が占めており、今後の与信費用急増のリスクは限定的。

貸出ポートフォリオの変化を見ると、与信費用比率の低い個人向け貸出の構成比が増加。一方、法人主要業種である製造業、建設
業、卸売・小売業、不動産業の貸出構成比に大きな変化はない。

法人主要業種の各々の貸出額上位50社を見ると、4業種とも貸出額の約8割～9割は資金繰り状況をはじめ実態把握が可能なメイ
ン・準メイン先等が占めており、今後の与信費用急増のリスクは限定的。

(5) 不良債権の状況～貸出ポートフォリオの推移と業種別貸出残高上位先の状況

（注）上表には倒産先の残高は含まず

１．当行の１．当行の業績業績

（注）カッコ内は1社当たり平均貸出額（個人は1件当たり平均貸出額）

貸出ポートフォリオの変化

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

98 99 00 01 02 03 04 05 06 07 08

不動産業向け

（4.0億円）

製造業向け

（2.8億円）

（年度）

卸売・小売業向け

（1.3億円）

個人向け

（0.1億円）

建設業向け

（0.8億円）

業種別貸出残高上位50社（09/3）

1,356

1,941

4,243

3,479

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

建設業

メイン

準メイン

格付け

A-以上 公社

（億円）

不動産業卸売・小売業製造業

(貸出総額)
<うち上位50社>

 (10,216)
　<34.0％>

  (3,096)
<43.7％>

　(7,375)
<26.3％>

(10,668)
<39.7％>

77.8%

89.9%

83.6%

80.1%

その他
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(5) 不良債権の状況～不良債権比率

09年3月末の不良債権（単体ベース）は、08年3月末比＋1,020億円の2,933億円。その主因は、不動産業を中心とする破産更生債
権（引当金と担保保証等で100％保全）の増加（+1,034億円）。

不良債権比率（単体ベース）は3.1％に上昇するが、中長期的には低水準で推移している。

09年3月末の不良債権（単体ベース）は、08年3月末比＋1,020億円の2,933億円。その主因は、不動産業を中心とする破産更生債
権（引当金と担保保証等で100％保全）の増加（+1,034億円）。

不良債権比率（単体ベース）は3.1％に上昇するが、中長期的には低水準で推移している。

１．当行の１．当行の業績業績

518

1,939
1,267

846
486 483 537 518 335

1,326 1,132 1,302

822

860

846

244 191
262

1,296

1,447

2,473
2,262

2,565

1,828
1,422

2,0682,590

506

438

283

4.6%

5.8%

4.9%

3.2%
2.6% 2.4%

2.1%

3.1%

6.5%

4.1%

3,930

5,365

4,767

4,035

3,353

2,598

2,150 2,055 1,913

2,933

0

2,000

4,000

6,000

8,000

00/3 01/3 02/3 03/3 04/3 05/3 06/3 07/3 08/3 09/3

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

（億円）

（年/月）

金融再生法開示債権の推移 （％）

不良債権比率

危険債権

要管理債権

破産更生債権

（単体ﾍﾞー ｽ）

（単位：億円）

08/3 09/3

（実績） （実績） 増減

開示債権合計（単体） 1,913 2,933 1020

製造業 227 204 △ 23

建設業 142 184 42

卸売・小売業 217 294 77

不動産業 470 1,389 919

各種サービス業 349 289 △ 60

その他 504 571 67

開示債権合計（子会社） 54 59 5

開示債権合計（連結） 1,967 2,992 1,025
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(5) 不良債権の状況～与信管理強化の取り組み

与信管理に関わる人員を本部・営業店ともに大幅に増員し、審査体制の強化も併せて実施することで、きめ細かな与信管理を実践。

取引先の実態把握をはじめとする事業再生支援に向けたきめ細かなPDCAサイクルを実践。

これらの取り組みにより、与信費用をコントロールしていく。

与信管理に関わる人員を本部・営業店ともに大幅に増員し、審査体制の強化も併せて実施することで、きめ細かな与信管理を実践。

取引先の実態把握をはじめとする事業再生支援に向けたきめ細かなPDCAサイクルを実践。

これらの取り組みにより、与信費用をコントロールしていく。

きめ細か
な与信管
理の実践

１．当行の１．当行の業績業績

与
信
管
理
強
化
の
取
組
み

事業再
生・ 支
援に向け
たPDCA
サイクル
の実践

＜営業店人員＞
債権管理人員の増加

＜本部人員＞
取引先の業況把握のための
専門チーム設置

＜PDCAサイクル
の内容＞

本部審査体制の強化

08/3 ⇒ 09/4 人員 2.2倍

08/3 ⇒ 09/4 人員 1.8倍

営業店の融資決裁権限の見直し

与
信
費
用
を
コ
ン
ト
ロ
ー
ル

０
９
年
度
与
信
費
用
（
単
体
）
６
７
０
億
円

アクションプランの十分性検証

課題・問題点の洗い上げ
具体的アクションプランの策定

アクションプランの実践

経営状況のモニタリング継続

取
引
先
の
ラ
ン
ク
ア
ッ
プ

P

D

C

A

取引先の十分な実態把握

行
内
体
制
面
の
強
化

取
引
先
と
の

リ
レ
ー
シ
ョ
ン
強
化
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１．当行の１．当行の業績業績

（注1）残高および評価損益は、その他有価証券で時価があるもののうち、株式を除く
（注2）デュレーションには、外債、投資信託などは含まない

(6) 有価証券ポートフォリオの状況

金利リスク、信用リスクを抑制した健全な有価証券ポートフォリオを構築。

株式市場の下落を主因に、投資信託について60億円の減損処理を実施。

すでに投資信託への投資を抑制しており、今後の減損発生のリスクは限定的。

金利リスク、信用リスクを抑制した健全な有価証券ポートフォリオを構築。

株式市場の下落を主因に、投資信託について60億円の減損処理を実施。

すでに投資信託への投資を抑制しており、今後の減損発生のリスクは限定的。

国内

1,555

2

333

228

2,119億円

ABS(住宅系)

ABS(その他)

外債

その他の内訳

投信等

株式投信等の下落により

60億円の減損処理を実施。

うち、30億円は日本企業発行の

事業債など

うち、198億円は外国国債・政府

機関債・高格付ABSなど

（時価ベース、億円） （連結ベース）

239 587

3,326

2,611

4,847

7,372

5,589

436

426
1,118

1,2441,076

1,165

409

668 275

290
2,119

12,998

10,190
10,610

1.7

2.8 2.5

0

5,000

10,000

15,000

07/3 08/3 09/3

14.0

12.0

10.0

8.0

6.0

4.0

2.0

0.0

2.0

4.0

（時価ベース、

　億円）

（年/月）

有価証券ポートフォリオの推移
(連結ﾍﾞｰｽ)

その他

デュレーション

（年）

事業債
金融債

地方債

政保債・公社債

国債

（評価差額△65）

（△98）
（△76）
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(7) 保有株式の状況

資本（Tier1）に対する保有株式の割合は20%と抑制的な保有比率を維持。

株式市場の下落の影響から、247億円の減損処理を実施。

保有株の多くについて処理をおこなっており、今後の減損発生のリスクは限定的。

資本（Tier1）に対する保有株式の割合は20%と抑制的な保有比率を維持。

株式市場の下落の影響から、247億円の減損処理を実施。

保有株の多くについて処理をおこなっており、今後の減損発生のリスクは限定的。

１．当行の１．当行の業績業績

（注） 保有株式は、時価があるもの

1,520 1,546 1,556

2,660

1,916

1,2901,310

2,754

20%
24% 23%25%

評価損益+1,233 + 1,114 + 360

0

2,000

4,000

06/3 07/3 08/3 09/3

60

40

20

0

20

（年/月）

（億円）

時価総額

保有株式取得原価総額と時価総額の推移 （％）(連結ﾍﾞー ｽ)

取得原価総額

保有株式取得原価総額
Tier1

<減損処理等> △247億円

参考：Tier１　　　6,122                            6,173                           6,520                            6,467

△19
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１．当行の１．当行の業績業績

（単位：億円）

07 08

（実績） （実績） 増減

当期純利益（単体） 664 86 △578

当期純利益（子会社） 26 0 △26

その他（連結調整等） △8 △13 △5

9.3% 1.2% △8.1％

当期純利益（連結） 682 73 △609

9.6% 1.0% △8.6％

ROE(当期純利益ﾍﾞｰｽ・単体)

ROE(当期純利益ﾍﾞｰｽ・連結)

（注１）カッコ内は連結ベースの値
（注２）単体ＲＯＥ ＝ 当期純利益 ÷ 純資産（期初と期末の平均・新株予約

権を除く）

(8) 当期純利益

08年度の当期純利益（単体ベース）は、86億円（前年度比△578億円、△86.9％）。08年度のROE （単体ベース）は、1.2％に低下。

09年度の予想（単体ベース）は、220億円と前年度比＋134億円（＋155.8％）。ROE（単体ベース）は３％台を見込む。

08年度の当期純利益（単体ベース）は、86億円（前年度比△578億円、△86.9％）。08年度のROE （単体ベース）は、1.2％に低下。

09年度の予想（単体ベース）は、220億円と前年度比＋134億円（＋155.8％）。ROE（単体ベース）は３％台を見込む。

前年同期との比較

「当期純利益（単体）」の増減要因
実質業務純益：△57億円
与信費用：△691億円
株式等償却：△255億円
法人税等：＋394億円

664
<682>

658
<662>

220
<215>

86
<73>

1.2%

3%台

9.4% 9.3%

0

200

400

600

800

1,000

０６ ０７ ０８ ０９

-10.0

-7.5

-5.0

-2.5

0.0

2.5

5.0

7.5

10.0

（億円）

（年度）

(単体ベース)
当期純利益の推移

単体ＲＯＥ

(%)

（予想） （注）連結ＲＯＥ ＝ 当期純利益 ÷ 純資産（期初と期末の平均・少数株
主持分を除く）
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(9) 資本の状況

１．当行の１．当行の業績業績

09年3月末（連結ベース）のTier1比率はリスクアセットの増加により10％を割ったものの、9.61％と引き続き高水準を維持。

他行比較ではメガバンク平均、大手地方銀行平均を上回り、かつ「資本の質」（中核的Tier1比率等）において優位性を確保。

09年3月末（連結ベース）のTier1比率はリスクアセットの増加により10％を割ったものの、9.61％と引き続き高水準を維持。

他行比較ではメガバンク平均、大手地方銀行平均を上回り、かつ「資本の質」（中核的Tier1比率等）において優位性を確保。

(注1)メガ：三菱UFJFG、三井住友FG、みすほFG
大手地銀：当行除く預金額上位10行

(注2)中核的Tier1は、Tier1から公的資金相当額、繰延税金資産
相当額（その他有価証券評価差額金等対応分を除く）を控除

1,750 1,836

2,944

4,623

5,687 5,788 6,071 5,827
1,473 1,395

947

666

435 385
449 640

1,000

1,0001,000

6,4676,520
6,1736,122

5,289
4,891

4,2314,223

6.47 6.36

7.40

8.39
9.17

10.72
10.39

9.61

2.68 2.76

4.45

7.33

8.51

10.05
9.67

8.65

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000
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-10.0

-8.0

-6.0

-4.0

-2.0

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

（＋

70

（年/月）

(連結ﾍﾞｰｽ)
Tier1の推移

中核的Tier1

（％）

Tier1比率

中核的Tier1比率

（億円）

公的資金

繰延税金資産相当額

8.65%

1.25%

6.50%

8.13%

0.95%

0.95%

7.45%

9.38%

9.61%

5.00

7.50

10.00

当行 メガ平均 大手地銀平均

（％） (連結ﾍﾞｰｽ)
Tier1比率（他行比較） 09/3

繰延税金

資産相当額

中核的Tier1比率

0
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１．当行の１．当行の業績業績

(10) 株主への利益還元策

配当額： 配当支払の計算式に従い、安定配当部分の年間10円を配当

自己株式取得： 上期に58億円の自己株式を取得。

配当額： 配当支払の計算式に従い、安定配当部分の年間10円を配当

自己株式取得： 上期に58億円の自己株式を取得。

～03
安定配当
年5円

04～06 安定配当＋業績連動
①普通配当金（安定配当部分） 年7円
②特別配当金（業績連動部分）

当期純利益500億円超過額の30%

07～ 安定配当＋業績連動
①普通配当金（安定配当部分） 年10円
②特別配当金（業績連動部分）

当期純利益600億円超過額の35%

配当方針

株主還元率
目標

30％以上 40％以上－

58
99 98 98

137 136

2149
60

120

179

58

0

0

422821
58

169
186

260

194

337

0

100

200

300

400

０３ ０４ ０５ ０６ ０７ ０８ （年度）

（億円） 株主還元額の推移

(単体ﾍﾞー ｽ)

配当額（安定配当）

自己株消却額

配当額（業績連動）（12.5%）

（29.4%）
（30.9%）

（39.4%）

（50.6%）

（224.3%）

株主還元率
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２．営業実績２．営業実績
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（注）その他は公共及び公共関連貸出（注）住宅ローンは証券化分を含む
（07/3：2,710億円、08/3：2,706億円、09/3：2,574億円）

(1) 個人・法人別貸出残高の推移

09年3月末の個人ローンは、住宅ローン（前年度末比＋6.1％）、アパートローン（同＋4.3％）を中心に全体で5.3％増加。

法人等向け貸出は大中堅企業向けを中心に全体で4.1％増加。中小企業向けが減少したが、不動産・建設業向け貸出の減少が主
因であり、その他の業種では増加。

09年3月末の個人ローンは、住宅ローン（前年度末比＋6.1％）、アパートローン（同＋4.3％）を中心に全体で5.3％増加。

法人等向け貸出は大中堅企業向けを中心に全体で4.1％増加。中小企業向けが減少したが、不動産・建設業向け貸出の減少が主
因であり、その他の業種では増加。

２．営業実績２．営業実績

10,776

3,344

26,798
23,013

25,247

11,777
11,291

3,408
3,50037,133

39,946
42,074
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10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

07/3 08/3 09/3 （年/月）

（末残、億円） (単体ﾍﾞｰｽ)

+7.5%

住宅ローン

アパートローン

+4.3%

+6.1%

+4.7%

+9.7%

個人ローン残高の推移

+5.3%消費資金ローン

31,848

13,910

962
1,097

1,687

31,67632,022

15,429 17,220

50,583

46,720
48,549

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

07/3 08/3 09/3 （年/月）

（末残、億円） (単体ﾍﾞｰｽ)

+3.9%

中小企業向け

大中堅企業向け

+11.6%

△1.0%

+10.9%

+0.5%

法人等向け貸出残高の推移

+4.1%

その他
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（注１）流動性預金＝当座預金＋普通預金＋貯蓄預金＋通知預金
（注２）固定性預金＝定期預金
（注３）その他＝別段預金等

２．営業実績２．営業実績
(2) 預金残高の推移

09年3月末の預金残高は前年同期末比＋1.7％となり、期末の残高としては、はじめて10兆円を突破。

流動性預金比率は64.6％と、引き続き地銀トップの水準を維持（地銀平均は約52％）。

預金者別では、個人・法人共に堅調。

09年3月末の預金残高は前年同期末比＋1.7％となり、期末の残高としては、はじめて10兆円を突破。

流動性預金比率は64.6％と、引き続き地銀トップの水準を維持（地銀平均は約52％）。

預金者別では、個人・法人共に堅調。

（注）その他＝公金＋金融向け預金等

65,940 64,853 65,774

30,984 32,952 34,337

1,346 2,163
1,639

67.1%
64.9% 64.6%

98,270 99,968 101,750
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50.0

55.0
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75.0

（年/月）

（末残、億円） 預金残高の推移 (単体ﾍﾞｰｽ)
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（注１）シェアは郵貯・信組・農協を含まないベース（当行調べ）
（注２）大手４グループ：三菱UFJFG、三井住友FG、みずほFG、りそなHD

２．営業実績２．営業実績

(3) 神奈川県内シェアの推移

神奈川県内の09年3月末の貸出金シェアは30.6％、預金シェアは23.0％と、共に中計目標（貸出金シェア30％以上、預金シェア
23％以上）をクリア。

神奈川県内の09年3月末の貸出金シェアは30.6％、預金シェアは23.0％と、共に中計目標（貸出金シェア30％以上、預金シェア
23％以上）をクリア。
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　　  当行

中計目標

30％

23.1%
22.8%

23.2%
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46.0%
45.5%45.6%45.7%
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25.0
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35.0
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1.971.97

2.122.142.172.192.232.212.202.13

1.97

年度予想

1.97

0.140.14

年度予想

0.14

0.140.200.250.240.230.230.220.19

0.14

1.94 1.98

1.83

平均利回り

年度予想

1.83

1.83 1.83

2.00
1.98 1.95

1.94
1.98

1.92

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

2.00

2.20

2.40

07-Q1 Q2 Q3 Q4 08-Q1 Q2 Q3 Q4 09-Q1 Q2 Q3 Q4

（％）
(単体ﾍﾞｰｽ)

預金利回り

貸

出

金

利

回

り

(年度)

四半期別利回り

0.20

0.00

07年度平均　2.19 08年度平均　2.15

08年度平均　0.21
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08年度

平均利回り差

1.94

07年度

平均利回り差

1.97

07年度平均　0.22

２．営業実績２．営業実績

(4) 預金・貸出金利回りの推移（国内業務部門）

08年度実績：08年10月と、12月の2度の政策金利引き下げ（各々20bp）を受け、預金利回りは0.21％へ、貸出金利回りは2.15％
へ低下し、預貸金の利回り差は1.94％に縮小。

09年度予想：預金利回りは0.14％へ低下するものの、貸出金利回りが1.97％へ低下することから、預貸金利回り差は1.83％へと
縮小を見込む。

08年度実績：08年10月と、12月の2度の政策金利引き下げ（各々20bp）を受け、預金利回りは0.21％へ、貸出金利回りは2.15％
へ低下し、預貸金の利回り差は1.94％に縮小。

09年度予想：預金利回りは0.14％へ低下するものの、貸出金利回りが1.97％へ低下することから、預貸金利回り差は1.83％へと
縮小を見込む。
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（注１）投資型商品比率＝個人投資型商品末残÷（個人円貨預金末残
＋個人投資型商品末残）

（注２）保険＝個人年金保険＋一時払終身保険

２．営業実績２．営業実績

(5) 個人向け投資型商品残高の推移

投資信託については基準価額の低下（△1,556億円）を主因に、08年3月末対比で残高が減少（△1,045億円）。

投資信託の販売額から解約額等を差し引いたネット販売額は、08年度511億円増と07年度（782億円）対比で65％程度の水準を
確保。

保険は、08年度595億円増と前年度（415億円増）を上回る増加。

投資信託については基準価額の低下（△1,556億円）を主因に、08年3月末対比で残高が減少（△1,045億円）。

投資信託の販売額から解約額等を差し引いたネット販売額は、08年度511億円増と07年度（782億円）対比で65％程度の水準を
確保。

保険は、08年度595億円増と前年度（415億円増）を上回る増加。

（注）ネット販売額：販売額ー解約額等（解約額、買取額、償還）
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３．経営・営業戦略３．経営・営業戦略
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中期経営計画「New Horizon」（2007～2009）の見直し項目

３．経営・営業戦略３．経営・営業戦略

(1)中計の一部見直し

目標とする
経営指標

収益性

神奈川県内
シェア

① 業務粗利益：2,700億円
② ＥＰＳ：3年間で30％増加

① 貸出金シェア：30％以上
② 預金シェア：23％以上かつ
③ 投資型商品残高50％以上

増加

最終年度
において

特に注力する
取り組み

中計策定時にはなし

金融経済環境の激変とともに、計画の前提とした金利シナリオや株式相場の水準が大きく変化したことから、中計の一部見直しを実
施。目標とする経営指標（業務粗利益、EPS、投資型商品残高）を変更するとともに、最終年度において特に注力する取り組み（注）を
追加。

長期ビジョン、基本テーマ（①提携を活用した機能拡充、②人財投資の強化、③横浜ブランドの確立）、マニフェストは変更せず。

金融経済環境の激変とともに、計画の前提とした金利シナリオや株式相場の水準が大きく変化したことから、中計の一部見直しを実
施。目標とする経営指標（業務粗利益、EPS、投資型商品残高）を変更するとともに、最終年度において特に注力する取り組み（注）を
追加。

長期ビジョン、基本テーマ（①提携を活用した機能拡充、②人財投資の強化、③横浜ブランドの確立）、マニフェストは変更せず。

① 業務粗利益：2,120億円
② ＥＰＳ：15.8円

① 貸出金シェア：30％以上
② 預金シェア：23％以上 かつ
③ 2008年度末比12％以上増加

見

直

し

ローコストオペレーションの徹底

人財パフォーマンスの向上

与信管理の強化 【Ｐ．１３参照】

追

加
（注）
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３．経営・営業戦略３．経営・営業戦略

(2) 提携戦略 ～ 証券子会社の設立

08年１１月浜銀ＴＴ証券が営業を開始。

市況の悪化により、08年実績は予想比下ぶれとなったが、今年度に入り営業収入は増加基調。

「神奈川でNo.1の証券会社」を目指し、今後4年間で、さらに15店舗を開設するとともに、グループ全体での預かり資産増加をはかり、
開業後5年目までに15億円程度の営業利益確保を目指す。

08年１１月浜銀ＴＴ証券が営業を開始。

市況の悪化により、08年実績は予想比下ぶれとなったが、今年度に入り営業収入は増加基調。

「神奈川でNo.1の証券会社」を目指し、今後4年間で、さらに15店舗を開設するとともに、グループ全体での預かり資産増加をはかり、
開業後5年目までに15億円程度の営業利益確保を目指す。

（注）有人店舗数（08年11月4日時点、当行調べ）
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３．経営戦略・営業戦略３．経営戦略・営業戦略

(3) 海外戦略

中国（特に上海近辺）への企業進出が増加し、当行取引先の金融取引ニーズも拡大。

こうしたニーズに対応するため、09年度中の上海支店開設を目指して準備を進めており、08年8月に開設準備の認可を取得。

09年2月に上海駐在員事務所を上海の金融の中心地である浦東地区に移転（上海環球金融中心17Ｆ）

中国（特に上海近辺）への企業進出が増加し、当行取引先の金融取引ニーズも拡大。

こうしたニーズに対応するため、09年度中の上海支店開設を目指して準備を進めており、08年8月に開設準備の認可を取得。

09年2月に上海駐在員事務所を上海の金融の中心地である浦東地区に移転（上海環球金融中心17Ｆ）

情報提供
＋

預金・貸出・外為等

取引先
海外現法

上海駐在員
事務所

取引先
海外現法上海支店

情報提供

中国に現法を所有する600社超の取引先や今後進出する企業を
ターゲットに貸出等の営業活動が可能となる

支店開設の狙い

上海支店開設

＜現状＞

＜支店開設後＞

日本企業の
中国現法増加
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